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事業活動の適正化について

　平素より、本会事業活動に積極的にご協力を賜わり感謝申し上げます。

　さて、最近発生した発注者に対する贈賄事件等一連の不祥事は、建設業界の資質、信頼を損なう誠に憂慮すべき事態となっております。

　私ども建設業協会としては、建設業界が一般県民から疑惑を受けることのないよう衿を正すべきであると強く認識しており、不祥事の発生により業界の体質そのものに対し厳しい批判が投げかけられていることを重く受け止め、今後二度とこのような事態が生じないようその再発防止と、信頼の回復に全力を挙げて取り組まなければなりません。

　会員各位におかれましては、建設業が県民生活と経済活動を支える基幹産業であることに伴う社会的責務の重大性を十分に認識され、企業内の末端に至るまで、下記事項について指導・周知の徹底をお願い申し上げます。

記

１．一般県民の疑惑を招くような行動を未然に防ぐための社内体制づくりを行うとともに、全役員及び全社員に対しその趣旨を徹底すること。

２．関係法令を遵守すべきことは当然であり、いやしくも刑法等に違反することのないよう周知徹底を図ること。

　　特に、建設業法、労働安全衛生法、政治資金規正法、公職選挙法、独占禁止法、その他建設業の活動に当って遵守すべき各種法令等について、社内研修や管理体制の整備等の対策を講じることによりその遵守徹底を図ること。

３．会計処理を適正に行うこと。特に、使途不明金については、支出の相手方から領収書類の徴収に努めること。徴収が困難な場合においても支出の理由や必要性を明確にしておくこと。

４．上記の趣旨について、下請業者等関係企業に対しても周知徹底を図り、それぞれの現場が一丸となってその遵守に努めること。

以上

　※参考資料：「建設企業(団体)行動憲章」平成6年5月13日総会

